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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

ア．時価のあるもの 

決算日の市場価格などに基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し，売却原価は移動平均法により算定) 

イ．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準および評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

(1) 半 製 品          

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

(2) 原材料および貯蔵品 

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

(3) 仕 掛 品          

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

４．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産および投資不動産（リース資産を除く） 

定率法。ただし，平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については，定額法。 

(2) 無 形 固 定 資 産        （リース資産を除く） 

定額法。自社利用のソフトウェアについては，社内における利用可能期間（５年）

による定額法。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。 

残存価額については，リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残

価保証額とし，その他のものについては零としております。 

なお，リース取引開始日が，平成 20 年３月 31 日以前のリース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については，通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．引 当 金 の 計 上 基 準          

(1) 貸 倒 引 当 金        

債権に対する貸倒損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

計上しております。 
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(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため，当期の負担すべき支給見込額を計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支払に備えるため，当期の負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。  

(4) 保証工事引当金 

請負工事に対する補修費用の支出に備えるため，過去の実績を基礎に，将来の発

生見込額を加味した金額を計上しております。 

(5) 受注工事損失引当金 

受注工事の損失発生に備えるため，手持ち受注工事の損失見込額を計上しており

ます。 

(6) 災害損失引当金 

災害により発生した復旧費用等に備えるため，当該見込額を計上しております。 

(7) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は，各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理することとしております。 

(8) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため，内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

６．収益および費用の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については，

工事進行基準を適用し，その他の工事契約については，工事完成基準を適用してお

ります。 

なお，工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗率の見積もりは，原価

比例法によっております。 

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約をヘッジ手段とし，予定取引をヘッジ対象としております。 

(3) ヘッジ方針 

為替変動リスクを避けるため，外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引を行なっ

ております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約は，すべて材料などの購入予定に基づくもので，キャッシュ・フローを

固定化するものであるため，有効性の評価を省略しております。 
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８．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税は，税抜方式によっております。 

 

重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 
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貸借対照表に関する注記   

１．固定資産の減価償却累計額   

有形固定資産 6,987,662 千円  

投資不動産 26,542 千円  

２．関係会社に対する短期金銭債権 8,908,661 千円  

３．関係会社に対する短期金銭債務 264,456 千円  

４．保証債務等   

従業員の金融機関借入金に対する保証 340,081 千円  

   

   

   

損益計算書に関する注記   

１．関係会社との取引   

営業取引高   

売上高 417,793 千円  

仕入高 751,649 千円  

その他の営業取引高 1,075,860 千円  

営業取引以外の取引高 58,507 千円  

２．研究開発費の総額 734,198 千円  

   

株主資本等変動計算書に関する注記   

１．発行済株式総数   Ａ種種類株式 41 株  

２．新株予約権等に関する事項   

該当事項はありません。   

３．配当に関する事項   

(1) 配当金支払額   

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 25 年 6 月 24 日  

定時株主総会 種類株式 834,022 20,342,022 平成 25 年 3 月 31 日  平成 25 年 6 月 25 日  

平成 25 年 12 月 24 日  

取締役会 
種類株式 2,280,956 55,633,083 平成 25 年 9 月 30 日  平成 25 年 12 月 30 日  

(2) 基準日が当期に属する配当のうち，配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産    

貸倒引当金  25,780 千円  

減損損失  584,633 千円  

ゴルフ会員権等評価損  87,220 千円  

たな卸資産評価損  88,718 千円  

賞与引当金  538,412 千円  

保証工事引当金  1,188,603 千円  

受注工事損失引当金  822,403 千円  

退職給付引当金  2,305,142 千円  

役員退職慰労引当金  40,451 千円  

未払事業税  122,748 千円  

賞与に係る法定福利費  87,708 千円  

その他  531,008 千円  

繰延税金資産小計  6,422,832 千円  

評価性引当額  △818,550 千円  

繰延税金資産合計  5,604,282 千円  

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金  △33,021 千円  

その他有価証券評価差額金  △9,967 千円  

その他  △884 千円  

繰延税金負債合計  △43,873 千円  

繰延税金資産の純額  5,560,408 千円  

   

（法人税率の変更等による影響）  

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 10 号）が平成 26 年 3 月 31 日に

公布され、平成 26 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこ

とになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は、平成 26 年 4 月 1 日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従

来の 38.01％から 35.64％になります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

202,051 千円減少し、法人税等調整額は 202,713 千円増加しております。
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リース取引により使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか，リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額，減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額相当額 

（千円） 

減価償却累計額 

相当額（千円） 

期末残高相当額 

（千円） 

機械および装置 701,942 603,393 98,548 

工具，器具および備品 4,300 4,300 － 

合計 706,242 607,693 98,548 

2．未経過リース料期末残高相当額   

 １年以内 54,120 千円  

 １年超 55,106 千円  

 合計 109,227 千円  

3．支払リース料，減価償却費相当額および支払利息相当額 

支払リース料 82,774 千円  

減価償却費相当額 66,103 千円  

支払利息相当額 4,479 千円  

4．減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

(1) 減価償却費相当額の算定方法   

リース期間を耐用年数とし，残存価額については，リース契約上に残価保証

の取決めがあるものは当該残価保証額とし，その他のものについては零として

おります。 

(2) 利息相当額の算定方法   

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし，各期

への配分方法については，利息法によっております。 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は，資金運用については短期的な預金等に限定し，また短期的な運転資金を

銀行等金融機関からの借入れにより調達しております。 

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは，与信管理規定に沿ってリスク

低減を図っております。 

また，投資有価証券は主として株式であり，上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行なっております。 

デリバティブ取引は，将来の為替変動リスクを回避する目的としており，投機目

的のための取引は実施しない方針であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 26 年３月 31 日における貸借対照表計上額，時価およびこれらの差額につい

ては，次の通りであります。 
 

 貸借対照表計上額

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（資産）    

受取手形 1,096,121   

貸倒引当金 （※１） －   

受取手形（純額） 1,096,121 1,096,121 － 

売掛金 16,931,585   

貸倒引当金 （※１） △33,782   

売掛金（純額） 16,897,803 16,897,803 － 

短期貸付金 8,657,419   

貸倒引当金 （※１） －   

短期貸付金（純額） 8,657,419 8,657,419 － 

 その他（流動資産）    

 満期保有目的の債券 20,000 20,000 － 

投資有価証券 

 満期保有目的の債券 

 その他有価証券 

 

50,000 

117,353 

 

50,000 

117,353 

 

－ 

－ 

（負債）    

支払手形 3,168,555 3,168,555 － 

買掛金 10,534,473 10,534,473 － 

（デリバティブ取引）（※２）    

ヘッジ会計が適用されてい

るもの 
2,482 2,482 － 

※ １ 「受取手形」および「売掛金」，「短期貸付金」に個別に計上している貸倒引当金  

を控除しております。  

※ ２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており，合計 

    で正味の債務となる場合は（ ）で表示する方法によっております。 
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（注） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

(1) 「受取手形」および「売掛金」，「短期貸付金」 

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，

当該帳簿価額によっております。 

(2) 「投資有価証券」 

時価について，株式は取引所の価格によっております。また，満期保有目的

の債券（貸借対照表計上額 70,000 千円）及び非上場株式（貸借対照表計上額

261,730 千円）については，市場価格がなく，かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることなどができず，時価を把握することが極めて困難と認められるた

め，当該投資有価証券には含めておりません。 

(3) 「関係会社株式」 

関係会社株式（貸借対照表計上額 3,796,942 千円）については，市場価格が

なく，かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず，時価を把握

することが極めて困難と認められるため，記載しておりません。 

(4) 「支払手形」および「買掛金」  

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，

当該帳簿価額によっております。 

(5) デリバティブ取引 

デリバティブ取引については，すべてヘッジ会計を適用しております。また  

時価については，取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており

ます。  
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関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社および法人主要株主等 

種類 

会社等の

名称また

は氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残高 

(千円 ) 

親会

社  

株式会社  

ＩＨＩ 

東京都 

江東区 
95,762,421 総合重工業 

被所有 

100 .0 

製品の販

売・材料

等の仕

入・余資

運用・運

転資金の

借入  

製品の販売 386,524 売掛金 180,540 

材料の仕入 563,246 買掛金 58,297 

出 向 者 費 用

入金 
139,804 未収入金 9,167 

IHI ｸﾞﾙ-ﾌﾟ運

営経費 
328,522 未払金 179,459 

余資運用  ―  
短期 

貸付金 
8,321,128 

受取利息 23,640 
未収入金

(利息 ) 
974 

支払利息 557 ―  ―  

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，余資運用は貸付金額と期間により，

市場実勢金利などを勘案して決定しており，その他案件毎に見積書を提出して価格交渉のう

え，一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．キャッシュマネジメントシステムの契約を締結しており，資金の貸付・回収を繰り返し行な

っておりますので，取引金額の記載を省略しております。 
 
(2) 子会社および関連会社等 

種類 

会社等

の名称

または

氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残高 

(千円 ) 

子会社 

ＩＨＩ

扶桑エ

ンジニ

アリン

グ株式

会社  

東京都 

江東区 
80,000 

立体駐車場

の販売 
所有 

100 .0 

製品の販

売・材料

等の仕

入・技術

指導  

製品の販売 17,050 売掛金 5 

材料の仕入 14,004 買掛金 5,880 

技術料 699,445 未払金 72,772 

 
(注) 取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

 

種類 

会社等

の名称

または

氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残 

(千円 ) 

子会社 

西日本

設計株

式会社  

広島県

呉市 
46,837 

運搬機械の

設計 
所有 

100 .0 

運搬機械

の設計  

設計費 172,317 買掛金 15,036 

出 向 者 費 用

支払 
42,107 

未収入

金  
546 

受取配当金 13,934 ―  ―  

 
(注) 取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

 

種類 会社等の名称  

または氏名 所在地 
資本金ま

たは出資

金 (千 HK$) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者

との関係 
取引の内

容  
取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会社 
IUK(HK) 

LIMITED 

HONGKONG, 

QUEEN’ S 

ROAD EAST 

10 

中国合弁会

社に対する

投資 

所有 

100 .0 

中国合弁会

社に対する

投資支援 

技術料 55,352 未収入金 150,772 

 
(注 ) 取引金額などには消費税などは含まれておりません。  

 

 

 



 － １０ － 

 

 

種類  
会社等の名称  

または氏名 所在地 
資本金また

は出資金  

(千 MYR) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者

との関係 
取引の

内容 
取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会

社  

IHI Transport 

Engineering 

Malaysia  

Kuala 

Lumpur 
2,100 

立 体 駐 車 装

置・運搬機械

の販売 

所有 

100 .0 

立体駐車装

置の販売 

製品の

販売 
12,220 売掛金 16,959 

 
(注 ) 取引金額などには消費税などは含まれておりません。  

 

 

種類 会社等の名称  

または氏名 所在地 
資本金また

は出資金  

(百万 IDR) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者

との関係 
取引の

内容 
取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子 会

社  

PT.IHITransport 

Machinery 

Indonesia 

Jakarta 12,000 

立 体 駐 車 装

置・運搬機械

の販売 

所有 

99.9 

運搬機械の

販売 

製品の

販売 
1,999 売掛金 ―  

 
(注 ) 取引金額などには消費税などは含まれておりません。 

 

 
(3) 兄弟会社等 

種類 
会社等の

名称また

は氏名 
所在地 資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内

容または

職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (%) 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

親会社

の子会

社  

株式会社

IHI トレ

ーディン

グ  

東京都 

中央区 
200,000 

産 業 用 各

種 機 械 の

販売 

―  

製品の販売

および修

理・点検 

製品の販売 2,334,510 売掛金 1,993,007 

製品の仕入 75,349 買掛金  12,601 

販 売 手 数 料

の支払他 
30,466 未払金  28,565 

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  
 
 

種類 
会社等の

名称また

は氏名 
所在地 資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内

容または

職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (%) 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

親会社

の子会

社  

石川島  

建材工業

株式会社  

東京都 

墨田区 
495,000 

建 設 用 機

械 器 具 の

販売 

―   

製品の販

売・材料等の

仕入・技術指

導  

製品の販売 1,403 ―  ―  

材 料 等 の 仕

入  
107,870 ―  ―  

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  

 

 

１株当たり情報に関する注記  

１株当たり純資産額 456,258,021 円 10 銭   

１株当たり当期純利益 56,040,749 円 15 銭  

 

重要な後発事象  

該当事項はありません。 

 

（注） 本計算書類の作成にあたり，記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しており

ます。ただし，１株当たり純資産額，１株当たり当期純利益は，銭未満を四捨五

入しております。 


